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健全化判断比率並びに資金不足比率の公表について 

 

○「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、次の５つの指標を公表するも

のです。 

①実質赤字比率   ②連結実質赤字比率   ③実質公債費比率 

④将来負担比率   ⑤資金不足比率 

 

○数値については、速報値であり、今後の決算調整の過程で異同を生じることがあります。 

 

１ 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（平成19年6月制定）の概要 

 

(1) 目的 

・地方公共団体の財政の健全性に関する比率の公表により、当該比率に応じた財政の早

期健全化及び財政の再生並びに公営企業の経営の健全化を図る。 

 

(2) 健全化判断比率等の公表 

・健全化判断比率等については、監査委員の審査に付し、その意見を付けて議会に報告

し、公表しなければならない。 

・平成19年度決算から公表し、当該比率のいずれかが基準以上である場合の財政健全化

計画及び財政再生計画の策定の義務付けは、平成20年度決算から適用されます。 

 

(3) 財政健全化への取組 

区   分 取  組  内  容 

いずれかの比率が早期

健全化基準以上である

場合 

①財政健全化計画を策定し、議会の議決を経て速やかに公表

するとともに、当該計画を定めるに当たっては、外部監査

を受けなければならない。 

②上記計画の実施状況を毎年度議会に報告し、公表しなけれ

ばならない。 

③県知事は早期健全化が著しく困難と認められるときは、必

要な勧告をすることができる。 

いずれかの比率が財政

再生基準以上である場

合 

①財政再生計画を策定し、議会の議決を経て速やかに公表す

るとともに、当該計画を定めるに当たっては、外部監査を

受けなければならない。 

②上記計画については、総務大臣に協議し同意を求めること

ができる。 

※同意なし→災害復旧事業等を除き、地方債の起債が制限さ

れる。 

※同意あり→収支不足を振り替えるため、償還年限が計画期

間内である地方債（再生振替特例債）の起債が

可能となる。 

③総務大臣は財政運営が計画に適合しないと認められる場合

等には、必要な措置を講ずることを勧告することができる。



(4)会計区分のイメージ 

一般会計等 一般会計   

国民健康保険特別会計 

介護保険特別会計 

老人保健特別会計 

 公営事業会計 

市営駐車場特別会計 

  

公共下水道事業特別会計 

農業集落排水事業特別会計 
法
非
適 

立花台地開発事業特別会計 

  

水道事業特別会計 

工業用水道事業特別会計 

 

公
営
企
業
会
計 法 

適 

病院事業特別会計 

 

伊万里有田地区衛生処理組合 

佐賀県後期高齢者医療広域連合 
一部事務組合 

・広域連合 

伊万里・有田地区医療福祉組合 

  

地方公社 

・第３セクター等 
伊万里土地開発公社   

 
資
金
不
足
比
率 

実
質
公
債
費
比
率 

実
質
赤
字
比
率 連

結
実
質
赤
字
比
率 

将
来
負
担
比
率 

 ※資金不足比率は公営企業会計ごとに算出 

 

２ 健全化判断比率について 

 

(1) 実質赤字比率 

・一般会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率 

 

財 政 健 全 化 法 

年 度 比 率 

早期健全化基準 財政再生基準 

平成19年度 
－ 

（△2.29 ％）
13.01 ％ 20.00 ％ 

※ 「－」は当該比率が生じていない（黒字である）ことを表しています。 

※ 参考のため実質黒字の比率を△を付けて表示しています。 

 

実 質 赤 字 額（注１） 

  実質赤字比率 ＝  

標準財政規模（注２） 

 

- 2 - 



（注１）実質赤字額  ＝ 歳入総額－歳出総額－翌年度に繰り越すべき財源 

（注２）標準財政規模＝（標準税収入額等＋普通交付税額）＋臨時財政対策債発行可能額 

 

(2) 連結実質赤字比率 

・全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率 

※全会計とは、一般会計、７特別会計（国民健康保健、介護保険、老人保健、市営駐車

場、公共下水道事業、農業集落排水事業、立花台地開発事業）及び３企業会計（水道

事業、工業用水道事業、国民健康保険病院事業）を加えたもの。 

 

財 政 健 全 化 法 

年 度 比 率 

早期健全化基準 財政再生基準 

平成19年度 
－ 

（△32.32 ％）
18.01 ％ 40.00 ％ 

※ 「－」は当該比率が生じていない（黒字である）ことを表しています。 

※ 参考のため実質黒字の比率を△を付けて表示しています。 

 

連結実質赤字額（注３） 

連結実質赤字比率 ＝                  

標準財政規模 

 

（注３）連結実質赤字額＝（Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ） 

Ａ：一般会計及び公営企業以外の特別会計の実質赤字の合計額 

Ｂ：企業会計の資金の不足額の合計額 

Ｃ：一般会計及び公営企業以外の特別会計の実質黒字の合計額 

Ｄ：企業会計の資金の剰余額の合計額 
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(3) 実質公債費比率 

・一般会計が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率 

各年度で算出し、３か年の平均を比率とする。 

 

財 政 健 全 化 法 

年 度 比 率 

早期健全化基準 財政再生基準 

平成19年度 20.4 ％ 25.00 ％ 35.00 ％ 

 

（地方債の元利償還金 ＋ 準元利償還金（注４））－ 

特定財源 ＋ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

実質公債費比率＝ 

標準財政規模－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

 



（注４） 準元利償還金＝ Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＋Ｅ 

Ａ：満期一括償還地方債について、償還期間を30年とする元金均等年賦償還をした場

合における１年当たりの元金償還金相当額 

Ｂ：一般会計から一般会計以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還に充

てたと認められるもの 

Ｃ：組合への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財源に充てた

と認められるもの 

Ｄ：債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの 

Ｅ：一時借入金の利子 

 

(4) 将来負担比率 

・一般会計が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率 

 

財 政 健 全 化 法 

年 度 比 率 

早期健全化基準 財政再生基準 

平成19年度 195.4 ％ 350.0 ％  
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将来負担額（注５）－（充当可能基金額（注６）＋ 特定財源見込額 

＋ 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額） 

将来負担比率＝ 

標準財政規模－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

 

 

（注５） 将来負担額＝ Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ＋Ｈ 

Ａ：一般会計の当該年度の前年度末における地方債現在高 

 

Ｂ：債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費等に係るもの） 

Ｃ：一般会計以外の会計の地方債元金の償還に充てる一般会計からの負担等見込額 

Ｄ：当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見 

込額 

Ｅ：退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計の負担見 

込額 

Ｆ：地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担して 

いる場合の当該債務の額のうち、当該法人等財務・経営状況を勘案した一般会計 

の負担見込額 

Ｇ：連結実質赤字額 

Ｈ：組合等の連結実質赤字額相当額のうち、一般会計の負担見込額 

 

（注６） 充当可能基金額＝ＡからＦまでの償還額等に充てることができる基金の額 

 

 



３ 資金不足比率について 

 

(1) 公営企業法適用企業                      

財政健全化法 

水 道 事 業 会 計 
工 業 用 水 道

事 業 会 計

国 民 健 康 保 険

病 院 事 業 会 計
経営健全化基準 

－ 

（△216.4 ％） 

－ 

（△360.0 ％） 

－ 

（△24.4 ％） 
20.0 ％ 

 

(2) 公営企業法非適用企業                      

財政健全化法 
公 共 下 水 道 事 業 

特 別 会 計 

農業集落排水事業

特 別 会 計

立花台地開発事業

特 別 会 計
経営健全化基準 

－ 

（△6.0 ％） 

－ 

（△93.1 ％） 

－ 

（△32.7 ％） 
20.0 ％ 

※ 「－」は当該比率が生じていない（資金不足がない）ことを表しています。 

※ 参考のため資金余剰の比率を△を付けて表示しています。 

 

資金の不足額（注７） 

   資金不足比率＝ 

事 業 の 規 模（注８） 

 

（注７） 資金の不足額 

・法適用企業＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした 

地方債の現在高－ 流動資産）－ 解消可能資金不足額（※） 

・法非適用企業＝（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改良費等以外の経費の 

財源に充てるために起こした地方債の現在高）－ 解消可能資金不足額 

 

※解消可能資金不足額…事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が

生じる等の事情がある場合において、資金の不足額から控除する

一定の額  

 

（注８） 事業の規模 

・法適用企業＝ 営業収益の額－受託工事収益の額 

・法非適用企業＝ 営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入の額 
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